
ユビキタスネットワーク社会における地域社会の

多元的情報化について

－大分県臼杵市の事例をもとに－

城　戸　秀　之

第1章　情報環境の高度化における地域

情報化の課題

（ユビキタスと情報格差）

現代社会では情報通信分野における絶え間な

い技術革新がつづき情報環境は日々進化を遂げ

ている。日本では2001年策定のe」apan戦略以

降，経済社会の活性化を中心的課題として高度

情報化政策が推進されてきた。世界水準の情報

化先進国となるという目標を掲げて，期間内の

lH票を定めた重点計画を定めて全国的なブロー

ドバンドサービスの普及などの情報環境の整備

に務めてきたユ［表1－1］。2006年以降はそれ

までの情報環境の整備をふまえて，総務省では

「ユビキタス」をキーワードにした「u－Japan

政策」をかかげ次世代型情報ネットワーク社会

の構築を目標としている㌦平成18年版「情

輯通信白書」にあるように，ビジョンとしての

「ユビキタスネット社会」の実現を政策課題と

するu－Japan政策は，経済社会のリソースを情

報技術によって標準化・合理化することで，よ

り効率的に経済成長に結びつけることを目指す

ものである。

2007年3月末のデータでは，インターネット

の利用者及び普及率は8，754万人，68．5％で前

年より225万人，1．7ポイントの増加となってい

る㌦　この内ブロードバンドの契約数は2，6車1

万作で314万件の増加となっているが，特に

FTTH（光ケーブル）の増加（334万作）が

特徴的である。また，携帯電話の加入者数は

表1－1　2006－2007年における政府の主な施策

2000年制定の「高度情報通信ネノトワーク社会形成基本法」とそれに基づく「e嶋Japan戦略j以降の政府の

情報化政策については，「高度惰粗通信ネットワーク社会推進戦略本部」ホームページを参照（hLtp＝／ソ、川、、▼・

kantei．go．jp／jp／singi／it2／index．htmlL　なお，本稿で引用したサイトのアドレスは2007年9月時点のものであ

る′

総務省の「u－Japan政策」については同ホームページ（htLP：／／／ww．sL）umu．g（）．jp／men山払ノict／u←japan，／

illdexhtmI）を参照．

以卜の数字は総務省情報統計ホrムページ，および総務省（編）［2007］による、また，携帯電話に関して

は「侶叶去人電気通信事業者協会」ホームページも参照（http：／／www．tca．or．jp，／）
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9，672万件と493万件の純増となっている。この

うち，高速通信を利用する「第3世代携帯電話」

の加入数者は6，991万件で前年度より2，158万件

と大きく増加している。

このような量的な普及だけでなく，日常生活

の情報サービスにおいても，2005年から普及し

たポッドキャスト，ブログ，SNSの利用がさ

らに浸透するのに加え■㌦　2006年には非接触

型I Cカードをもちいた電子決裁サービス，

「YouTube」う■などの動画共有サービス，多人数

参加型3D仮想世界サービスの「セカンドライ

フ十一■，などの個人向け情報サービスが急速に

普及し，経済社会のあらゆる面での情報技術の

活用が浸透している丁。

このような情報通信環境の高度化は一万で地

域的・階層的な格差を拡大することになる。現

在の情報化においてはブロードバンドサービス

の利用が前提であり，それを利用可能なユーザ

を増やすことが大きな課題となっている。地域

情報化においてもブロードバンドの普及率が地

域での情報化の進展を測る指標として用いられ

ている。総務省のデータでは2007年3月末現在

で，ブロードバンドサービスの世帯普及率は全

国、臣均が51．7％で，最高が東京都の69．7％，最

低が鹿児島県の27．3％と大きな差となってい

るト。13都府県が平均値以上，14都府県が50

％以上である　一方で，40％未満が16遺県，30％

未満が2県あり，そこには北海道と東北，九州

各県が含まれている。

このような状況の下で総務省は2006年8月に

「次世代ブロードバンド戦略2010」を策定

して同，地方自治体，企業の三者の協力による

全国的な基盤整備を進めようとしているし工。

総務省の発表では2007年3月末現在で，全世帯

の95．2％の世帯で何らかのブロードバンドサー

ビスが利II回能である　一一万で，域内で全くサー

ビスを受けられない「ブロードバンド・ゼロ町

村」と表現される自治体が山間部，離島の25町

村存在している10。また，19年版「情報通信

自書」では前述の「ユビキタスネットワーク社

会」の実硯のために情事は格差の解消を課題して

上げるが，その分析でもユーザの属性において

は年齢，所得，生活圏の人口規模による利用状

況にまだ大きな格差があることがわかる11■。

地方社会における地域情報化は，このような

進歩と格差という日本社会の情報化の両面が集

約されて現れてくる。大都市圏や地方中核都市

では，基盤整備は商業資本の投下によって進め

られ，多様で先端的な商用サービスが提供され

る。しかし，その周辺部の地域では経営【二の問

総務省の集計では2006年3日末現在でブログ登録者が868万人，SNSの登録者が716万人となっている（総

務省平成18年乙1月1封1発表「ブログ及びSNSの登録者数（平成18年3日末現在）」）。

rY。uTube」については、同日本語版ホームページを参照（http：／／jp．youtube．com／）。

「セカンドライフ」については同日本語版公式ホームページを参照（http：／／jp・SeCOndlifb・COm／仁

このほかのインターネットを活用したビジネス等の動向については，（財）インターネット協会（監修〕

［2007］を参照。

九州総合通信局平成19年6月2川発表日L川におけるブロードハントアクセスの普及状況≪平成19年3

H末現在≫」の参考奈料「各県別のブロードバンドの契約数，各県別のブロードバンドの世帯普及率等」を

参照．二

「次世代ブロードバンド戦略2010」については同ホームページを参照（htLP：／／www・SOumu・gO・jp／joho＿Lsu

sin／broadband／index．html巨

総務省平成19年6月15日発表「7、ロードハンドの整備状況（平成19年3月未）」を参照・。

総務省（編）［2007：169－174］を参照。
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題から商業資本による整備やサービス提供はす

すまず，ネットワーク社会における「空白地帯」

となることが多い。前述の次世代ブロードバン

ド戦略2010においても指摘されているよう

に，ゼロではない自治体においても域内の全世

帯が同様なサービスが利用できるのではない。

また「平成の大合併」によl上　町村が激減した

ことによって，それまでの自治体間の情報格差

が自治体内部での格差に転化されることになっ

て状況が見えにくくなることも考えられるので

ある。

（ビジョンとしての情報化の射程と限界）

確かに，ユビキタスなネットワーク社会を構

築するには基盤としてのネットワークの整備は

欠かせない。しかし，地方の情報化においては，

その現状を基盤整備としての利用叶能性からだ

けで考えることはできない。

自書ではユビキタスネットワークがライフス

タイルもたらした変化について述べるが12，

それは情報利用の変化をとらえて個々のユーザ

における現在の変化の趨勢を表現しているもの

である。しかし，それは先端的都市機能として

の情報通信サービスの利用の効果であり，都市

型の社会環境を前提とすることに注目しなくて

はならない。これに対して地方の地域社会の存

立構造はそれとは大きく異なっていることを確

認しなくてはならない。

ここで重安なのは社会観・人間観の問題でも

あるし　ユビキタスネットワーク社会は，ユーザ

として個人化した行為主体（法人も含む）と，

その活動日的の実現のためのリソースの集合体

であるネットワークを構成要素として成立する

総務省（編）［2007：164－168］を参照。

のであi上　このシステムに経済社会内のより多

くの資源をシステムのリソースとして取り込む

ことが硯在の「発展」のビジョンであり，モデ

ルなのである。一方で，都市化の程度が低い地

方の地域社会は経済，社会的な活動は地域内の

様々な団体の活動によって担われるため，個人

の活動だけではなく，これを地域社会のリソー

スととらえて理解する方が適切である。個人は

そのような地域活動の主体であり，参加する複

数の活動を通して地域社会を構築すると見るこ

とができる。

社会変革が求められる現代では，このような

地域社会の構造は都市化の進展とともに揺らぎ，

また地域のト田本・組織の非合理性や閉鎖性など

が批判される。ただ，それらの機能を都市部の

ように都肺的サービスに代替することができな

い地方では．そのような集団的な活動が必要で

あり，それを現代社会に合ったものとしてゆく

ことが必要になる。後述の臼杵市の例にみられ

るように，地域情報化はこの点で重要な意味を

持っているのである。

地域情報化がただブロードバンドサービスを

提供し，個人ユーザを牛みだすだけなら，それ

は地方社会を「個人」に解体することに等しく，

地域社会は上位のネットワークのサブシステム

として地域の資源を奪取されることになる。求

めなくてほならないのは，地域社会が自己のリ

ソースを自己のために清用しうるネットワーク

の構築なのである．。

したがって重要なのは，この観点から「ユビ

キタスネットワーク社会」の射程と限界を認識

した上で，「地域」が主体的に惰相通倍技術を

利用できる環境を構築し，それによって地域が
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その内外のリソースを集約し，自己の課題のた

めに活用することなのである。現在の情報化を，

全体においても，地域においてもより有効なも

のとするには，社会的位相における視点の転換

が必要なのであるし、それは，すでに整備された

情報基盤の清周，および今後の基盤整備および

情報ネットワークの活用においても重要な課題

となるのであるし、

以卜，本稿では以仁の観点から，大分県での

調査を手がかiJとして地域情報化における情報

活用への多元的なアプローチの＝」一能性を検討‾し

たいl

第2章　大分県の地域情報化の状況

第1節　大分県の情報化の特徴

（九州の状況）

この章では臼杵市の地域惰幸田ヒを考える前提

として，人分県の地域情報化の特徴と現状につ

いて見てゆくが，まず，九州の中での人分県の

状況を見てみよう

前章で述べたように，現在の情報化政策では

ブロードバンドサービスの普及が地域の情報化

の進行状態を測る指標となっている。総務省の

室料から全国平均と比較して九州7県の状況を

見てみる　上。ブロードバンドの世帯普及率は．

全回平均の51．7？吊二対して，九州7県平均で

38．7％，最高が福岡県の46．8％（第21位）で，

以下大分県39．2％（第33位），熊本県36．2％

（第39位上　佐賀県35．7％（第41位），長崎県33．8

％（第43位），宮崎県33．1％（第44位上　鹿児島

県27．3％（第47位）と，前章で述べたように東

北各県や北海道，沖縄ととともにブロードバン

ドの普及は進んでいないことが分かる。

接続方式別に各県の特徴をみると，福岡県，

熊本県は光ファイバー（FTTH）とDSLで

のアクセスが多いのに対して，大分県，佐賀県，

宮崎県はケーブルテレビ（CATV）による接

続が多くなっている。特に大分県は11．6％と高

く，全国平均の7．1％を上回っているっ　また，

大分県は10．8％と福岡県（17．5％），熊本県

（13．1％）についでFTTHの比率が高くなっ

ている。また，ブロードバンド・ゼロ地帯につ

いては2006年3月未時点で九州は佐賀県，長崎

県を除く5県の山間部・離島の10田口丁でブロー

ドバンドが利用できなかったが．2007年度末に

は宮崎県の2村と鹿児島県の1村が減り，4県

7町村となっている㌦

このように九州各県は基盤整備の点では全国

的に見てもほとんどが後進地域となっている。

このため，18年度も総務省などの補助事業をう

けて自治体による整備が行われている。九州で

は「地域情報通信基盤整備推進交付金」の交付

が10作，「地域イントラネット基盤施設整備事

業」の採択が10件などとなっている　′し「この

二叫文は200細二大分県庁，ノ諭市役所，臼杵市役所で行った調査をもとに執筆している、関係各位のこ
協力にここで感謝を述べたい、二

九州総合通信局2（1（）7隼6肌1日発表「九州におけるブロードバンド・アクセスの普及状況≪平成19年3日

来現在≫」を参照

総務省2（）（）7牛6日15日発表「ブロードバンドの整備状況（平成19年3H来ノ」を参照〕

個々の事業については九州総合通信局ホームへージ（http：／／www．kbL．go．jp／）．平成17年度肝道発表を参照二

また，各補助率某の概要および，総務省の地域情椚ヒ関連政策については，総務省ホームページ「地域情親

通信振興関連施策」（http：／／WW．SOumu．gO．jp，’joho」tSuSin／top／tiikLkosin／hdex．html）を参照一
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内，大分県関係では，地域惰醍通信基盤整備推

進交付金がri陳市のCATV事業に交付され，

地域イントラネット基盤施設整備事業として人

分県，日田市，九重町および玖珠町による公共

施設間のネットワーク整備事業に補助金が交付

されている‘〔〕

（大分県の地域情報化）

以上には人分県の現在の地域情報化の特徴が

示されている。それは自治体の連携による広域

の基盤整備と各自治体でのCATVを活fI＝ノた

基盤整備である。．第　一の広域の基盤整備に関し

ては，これまでの人分県の地域情報化の経緯を

強く反映していると考えられる。パソコン通信

の時期である1990年に，大分県では県内一一一律料

金でダイヤルアップ接続できる「豊二の国情報ネッ

トワーク」を構築し運用していた‾’。これは

公的機関が情報を提供する行政ネットワークで

はなく，民間の情報関連業者も参加してパソコ

ン通信やキャプテンなどの情報サービスを県民

が享受できるという意味での「公共」的ネット

ワークを目指すものだった。このネットワーク

の維持のために県と各市町村などからなる運営

組織を設けており，県域全体での情報サービス

の提供が共通の課題となっていたと考えられる。

これにはそれ以前の人分県での情報化の歴史

が大きく関わっている〔」大分県の情報化は情報

通信の自由化後の1985年に市民の研究会から発

展した「コアラ」がパソコン通倍を開始したこ

とに始まる。以降，このコアラの活動に県庁や

公的機関，または民間企業などがL自二接的間接的

に関与しながら大分県での通信サービスは展開

してきたが，その特徴はコアラが市民のサーク

ルであることから関係する多方面の人的ネット

ワークが形成されることで，特定のセクターや

業務分野に限定されない形で情報ネットワーク

が構築された点にあるといえる。その延長線上

に上記の豊の同情報ネットワークも位置づけら

れるのである㌦

その後，インターネットの普及とブロードバ

ンド化に対応するために，2000年から2003年に

かけて，県と市町村は連携して事業主体となっ

て総務省の「広域的地域情報通信ネットワーク

基盤整備事業」などの補助事業をおこない，行

政にとどまらない公共セクターや民間への開放

を視野に入れた基幹ネットワークとしての「豊

の国ハイパーネットワーク」（以下、豊ハイパー）

を構築した■㌦　このため，地域公共ネットワー

クの整備に関しては九州において進んだ地域と

なっている㌦

九州総合通信局2007午6服用発衣「平成18年度予算による地域公共ネットワーク構築の友接－「地域イン

トラネノト基盤施設整備事業」の補助金交付を決定－」．及び20（）7年9月19日発表「地域の特性に応じた情

報通信基盤整備の支援を開始－「地域情報通信基盤整備推進交付金」の交付を決定－」を参照亡

「▼豊の国情報ネットワーク」については，城戸［2004］を参軋。

lコアラ」の活動とその後の公的セクターとの関係については，尾野［1相打城戸［1997，19汎1999」を参軋

県の振興局（当町　を結ぶ回線を幹線として整備し，同時に市町村の施設を管轄の振興局につなげる回線も

整備することで，「面」としての基盤整備を「‖旨しているい　ネットワークの運常管理については豊の国情報

ネットワークと同様に，県と市町村などからなる運営組織を設けて当たっている、「豊の国ハイバーネット

「7－ク」については，人分県庁ホームページの「IT推進課」（http：／／’www・PreF・Oita・jp／1090（）／shokdi／

iIldex．hLmlJのページを参j牲

九州総合通信局2006隼7肌0日発表「九州における市町村の惰報化の動向調査（平成18年4日末親在日を

乳性　また．大分県は2006fF2J‖二大分県地域情報化計画を策定し，各分野の施策ごとに数植目標を設定し

て整備をすすめている（hup：／；′′www．prer．oita．jp／′1090O／chiiki／）
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CATVについては，大分県は山間部にテレ

ビの雉視聴地域が多く，また新世代CATVは

光ファイバーを使用してインターネットの通信

が可能になるために，「大分県地域ケーブルテ

レビ整備促進事業」として情報通信格差を是正

する基盤整備のひとつに位置づけられてい

る■U■。次章で述べる臼杵市も含めて，総務省

（当初は郵政省）の「新世代地域ケーブルテレ

ビ施設整備事業」を活用して，1998年以降周辺

部の自治体による基盤整備が積極的に行われて

いる［衣2－1］。合併後大分県は58市町村が18市

町村になったが，その内15市町村で全域ではな

表2－1大分県の主なCATV整備事業（1998－
2006年）

年　 度 事 業主 体 備　　　 考

平 成 10（19 98 ） 本 匠 村 佐 伯 市 と 合 併 （2 0 0 5．3 ）

平 成 1 1（19 99 ）
臼 杵 市 12年 度 ・13年 度 も 採 択

弥 生 町 i佐 竹 市 と 合 併 （2 0 0 5・3 ）

平 成 12 （2 0 00 ）
師 骨 町 極 佃 佗 合 併 で議 論 ）

平 成 13 （2 0 0 1）
大 野 町 豊 後 大 野 車 （2 0 0 5．3 に 合 併 ）

直 川 村 佐 伯 市 と 合 併 （2 0 0 5．3 ）

平 成 14 （2 0 0 2二・ 杵 築 市
山 香 町 ・大 汀廿 トと 合 併

口 2 0 0 5．10 ）

平 成 16 （2 0 04 ）
】巨 F H 町
1

．佐 伸 行と 合 併 （2 0 0 5．3 ）

平 成 17 （2 0 0 5）

十 ‾‾‾‾’m －‾‾‾▼‾【
！安 岐 町 「高 来 市 （2。。6．3 に 右前

】

口 杵 車
∃旧 野 津 町 （2 0 0 5．1に 合 併 ）

芋 整 備

平 成 18 （、2 0 06 ）
】
j 国 東 市 旧 安 岐 町 以 外 の 地 域 の 整 備

注（1）17年度までは総務省「新世代地域ケーブルテレビ施設
整備事業」，18年度は総務省l地域情報通信基盤整備
推進交付金」による補助事業である－

（2）事業日本名は整備事業実施時点での市町村名である

いにしろCATV放送サービスが行われている

ト一部にはインターネット未対応の局もある′）。

また，CATVの運用に関しては，県内事業

者をネットワーク化して放送のデジタル化に共

同で対応することを目的に，県と県内事業者が

共同運営する「大分県デジタルネットワークセ

ンター株式会社」が2002年に設立されてい

る川。これは豊ハイパーを活用して，デジタ

ル化に必要な設備の共月日ヒし，コストの削減と

ともに県内での情報格差の解消をねらったもの

である。これは豊ハイパーの民間開放の一一一一事例

であり，そこにはネットワークの共同利用とし

ての「公共性」が考えられていると言える。

また，ネットワークの民間開放として．17年

度より中小ベンチャー企業を支援する「ネット

ワーク活用ビジネス支援事業」をおこなってい

る1㌦　これはベンチャー企業が，豊ハイパー

のデータセンターに安価でサーバーを設置し，

インターネット環境を利用できることで事業の

支援を行うものである。

大分県ではこの他の地域情幸田ヒ関係の事業と

しては，携帯電話の不感地帯解消をおこなう移

動通信用鉄塔の施設の整備1㌦　無線接続によ

る民間の事業を支援する「ブロードバンド普及

推進事業」に加えて，統合型地酬膏報システム

の県内15自治体との共同開発，県内市町村と共

同での情報セキュリティ外部監査がおこなわれ

ている。

九州のCAT1㌦二ついては，九州総合通信局ホームページの「CATVに関する統計データ」を参照〉

「人分県デジタルネットワークセンター株式会社」については，同社ホームページを参照（http：／／／心川丁．oita－

dnc．jp／index．html）。

事業の詳細については，人分県ホームページの「新事業支援」を参照（http：／／W．prer．（）ita．jp／sangyo／kou．

hいnl）。

九州総合通信局2006牢10月26日発表「携帯電話のサービスエリアが広がります、平成1的場上半期移動通

信用鉄塔施設整備事業等の状況＼」を参照⊂ノ
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第2節　市町村の事例

このように大分県ではCATV事業に見られ

るように早い段階から，自治体による積極的な

基盤整備事業が行われている。その一一万で県庁

所在地の大分市では人口や経済の規模から民間

通信事業者によるCATVを含めたブロードバ

ンドの基盤整備がすすんでいる。そのため，周

辺市町村のように積極的な基盤整備は行わず，

電子自治体の推進や公共施設や市立図書館のオ

ンライン予約サービスなどインターネットを活

用した市民向けサービスの充実を進めてき

た1㌦〕しかし，社会全体でのさらなる情報化

の進展や佐賀関町と野津原町の合併などの状況

をうけて，2003年12月に「大分市地域情報化計

画」が策定された11。実施期間は2004年4月

から2009年3月までの5年間である。

この地域情報化計画の特徴は前述のような大

分市の状況をふまえて，直接的な基盤整備を進

めるのではなく，市民や市内の各組織による情

報化活動を促進することに目標を置いている点

にある。都心部や周辺の住宅地はともかく，合

併した佐賀関町・野津原町や旧市内の山間部で

はブロードバンドサービスが利鞘できない地域

があるが，それについても民間ベースによる整

備を優先し，行政は支援を行うものとしている。

前述の市町村や次章で述べる臼杵市とは異なり，

上即日ベースで一定の情報環境が整備される大分

市では，情報格差の是正は行政の中心的課題に

はなじまないため現状の情報環境を活用するこ

とに行政の課題を兄いだす必要があり，そこに

難しさがあると言うことができる。

市民への普及に関して，大分市では2002年の

ワールドカップの際に設けた観光情報を発信す

る施設「ネットピアッツァ」15で無料のインター

ネット利用を提供している。また，2004年より

パソコンを活用した仲間作りを目指しているN

PO法人の「シニアネット大分」の協力を得て

「市民IT相談事業」をおこなっていた－f’。次

章の臼杵市の例でもふれるが，このシニアネッ

ト大分の活動のように，地域情報化においては

地域組織のボランタリーな活動が重要な鍵を握っ

ているのである。

大分市では，2006年4月に大分市視聴覚セン

ターを情報学習を中心とする生涯学習施設とし

ての「大分市情報学習センター」に名称変更し

ている17。この施設の特徴は，情報教育，情

報学習のプログラムや素材を提供するだけでな

く，ITボランティアの育成を施設の目的に加

えている点にある。同センターでは，「ITボ

ランティアiの手」を組織し，同センターでの

講習などの事業のサポートに加えて，各地区公

民館で講習などの情報学習に関する活動をおこ

なっている川。

これらの活動で重要なのは，情報通信を媒介

とした人的ネットワークが，ネットワーク空間

から広がるのではなく，まず生涯学習という既

存の社会的な枠組みを通すことで直接的に地域

これまでの大分「打の地域情報化施策については，城戸し1999，2000，2001，2003，2006］を参軋

大分車ホpムページ（http＝／／ww．city．oita．oita．jp／ja／index．html）の「情報化（IT）」を参照し

現在は大分市観光協会が運享‖ノている．′，大分市観光協会ホームページを参照（hup：／／www・01Shiimati－AOita・jp／し

この事業は2007年3月で終了しているJ「シニアネット大分」については同ホームページを参照しhttp：／／ww

Ⅵ▼．OCt「let．ne．」P／′sn0－Oita′／鳥

施設については「人分市情報学習センター」（http：／／www．manabトoita・jp／omc／）を参照・。

「ITボランティア1の手」の活動については帖トームペpジを参照（http：／／ltainote・Web・ft2・COm／）しノ
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内部の社会関係を生みだすことである。そこで

は生活圏を共有するという共通項のもとに，個

人的な学習活動の場として「地域」が具体的な

形象をもって提示されるのである。次章で臼杵

市の事例を紹介するが，地方の地域情報化にお

いてはこのような社会的結合を活用することが

重要になると考えられる。

このほか，大分市はNPO法人「観光コアラ」

の協力を得て，（財）地方自治情報センターの

「e一コミュニティ形成支援事業」に応募して地

域SN S事業の実証実験を行っているlO。熊

本県八代市の「ごろっとやっちろ」封）をはじめ

としてSNSの公共的領域での利用が進んでい

るが，ネットワーク仁でどのような「地域社会」

のかたちを提示できるかが重要であi上　今後大

分市の状況に合わせてどのように活用するかが

課題になるだろう。

このように大分県の事例が示しているのは，

パーソナルな情報利用とは異なって，何らかの

社会的関係を前提とする情報利用であり，さら

にそれが社会的関係を生産／再生産することで

次の活動をうみだしてゆく情報化の形である。

つまり，情報の中に地域があるのではなく，地

域の中に情報があるのである。次章ではこの点

から臼杵市の地域情報化事業について見てゆき

たい。

第3章　臼杵市の地域情報化事業

第1節　臼杵市における地域情報化の現状

（臼杵市の地域情報化の特徴）

別稿でも述べてきたように，大分県臼杵市は

政府の補助事業を活用した独白の地域情報化事

業を展開してきた1■くノ　ケーブルテレビを中核

とする地域イントラネットワークを構築してき

たが，その特徴は「情報化」を孤立した施策の

目的とせず，地域の諸課題との関連の中に位置

づけていることにある。2005年1月の旧野津町

との合併をうけて，2006年4月に「臼杵車総合

計画書」を策定したが，そこでは惜幸鋸酢信を社

会基盤の・つに位置づけ整備と活用をうたうだ

けでなく，他の項目においても目標達成の手段

として情報通信を活用した活動をあげてい

る㍉ニ　臼杵市の地域情報化はIH臼杵市の「第

4次臼杵市総合計画」（2001年3月策定）にお

いて市の施策として位置づけられたが，そこで

情報通信は単独の施策としてはあげられず，産

業，棉柾，コミュニティなどの政策課題を実硯

する手段として位置づけられていた　＿」新市

の新しい総合計画における情報化施策もこれを

うけて構想されているのであるしっ

2002年4月のケーブルテレビのサービス開始

以降，臼杵市はケーブルネットワークと，それ

を活用する関連施設によって基盤整備を行い，

地域社会の情報化を進めてきた［表3一江1以卜▲

に述べるようにケーブルテレビおよびインター

実証実験については．http：／／’www．daiki血n．jp／Lbrrn／を参照二　また，NPO法人「観光コアラ」については同

ホームページ（htLP：／ソⅥ・・＼川＼IIPO。Oara．jp月　を参照．一

「ごろっとやっちろ」（http：／／／WⅥ▼W．gOrOttO．COm／）を参照一

日杵市の地域情報化の経緯については，城‖［2002，2003，2004，2005，2006］を参照J

詳しくは「日杵市役所ホームページ」（http∴ノ′′／www．city．usuki．oita．jp／）の「市役軒l胡乱」を参照．二

城戸［2002］を参照
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表3－1　臼杵市の主な地域情幸田ヒ関係施設

11日杵車ふれあい惰机センタ】は2005牛1月にサーーラ・テ

ネット接続サービスへの加入は現在でも増え続

け，地域社会における情報環境の整備とユーザ

の育成という点では　一定の成果を得たといえる∴

しかし．その間に　一方では情報技術の革新とそ

れに伴う情報ニーズの変化　他方では地域内部

でのユーザ層の増ノことニーズの深化によって，

新しい段階での地域情報化がもとめられている「、

まず，18年度を中心に，地域情報化関連事業の

現状をまとめてみる、ノ

（防災・防犯情報と地域社会）

18年度には新規の事業はなく，17年度事業の

総務省のモデル事業「地域安心安全情報ネット

ワーク構築モデル事業」で整備したシステムの

実用化が行われた㌦　これは地域で防犯・防

災情報を共有することを目的とする事業だが，

機器の整備が完rLたこの年度はそれを運用す

る地域社会での組織づくりに焦点があてられた。

防災関係では防災本部のメンバーにメールなど

により情報発信するシステムが構築されたが，

・うすさと運営統合されている

ここで重要なのは技術的・ハードウエア的なシ

ステムの完成ではなく，それを利用する社会の

システムのあり方である－′

地域社会の防犯・防災は既存の各矧別系用件

によって担われているおり，このシステムを

「社会的」に機能させるにはそれらLJl体の活動

の中にこれを組み込むことが必要になる。大分

県警の「まもめ－る十、のように，登録した

住民に防犯・防災情報を　一斉送信するシステム

は情報ネットワーク利用の　弓杉態だが，それで

は個別的な注意喚起はできても「地域」という

面的な防犯・防災に直結するものではない。こ

のモデル事業で要請されているのはユーザとし

ての個人的対応ではなく，地域社会における集

団的レベルでの防犯・防災の活動の有効化なの

である。そして，それは情報化とは位相の異な

る，地域社会の本来的な内的な結合力が問われ

ているのである。

「地域安心安全情報ネットワーク構築モデル事業」については，「財用法人地方自治情報センター」ホーム

へージ（http：／／ww．lasdec．nlPPOn－－net．ne．jp／index．htm）の「事業内容」のページを参照。また、「1杵市での

事業については，城巨［2006］で概略を紹介している。

詳しくは「大分県警　まもめ－る」ホームページ（http：／／www．pref二oita．jp／keisatu／）を参照。
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（施設利用の現状）

この点は，既設の地域情報化関連施設の利用

状況においても現れている。臼杵市の地域情報

化は臼杵市ケーブルネットワークセンターとサー

ラ・デ・うすさの2施設を中核として展開され

ているト。これら施設は3椎の異なる補助率

業を組み合わせて相互に関連する施設として計

画され，さらに隣接する歴史的景観地区に配慮

した伝統的デザインで統一一一されて市の中心商店

街内に建設されているが，この点に日杵市の地

域情報化の特徴があり，それが施設の利用にも

反映されている㌦

臼杵市ケーブルネットワークセンター（以下，

ケーブルセンター）は．旧臼杵「行のイントラネッ

トとしてのケーブルテレビネットワークの基幹

施設として整備された。2006年4月に野津地区

にエリアが拡大し，合併後の新市においても地

域情事椚ヒの中核的な役割をはたしているト。

臼杵市のケーブルテレビ事業はこの施設を拠点

として，ケーブルテレビを第三セクタの「臼杵

ケーブルネット雅Uが運営し，インターネット

接続サービスは当初は実証実験として市が行っ

ていたが，2005年以降は大分市の第3セクター，

大分ケーブルテレコム（OCT）に業務委任し

てケーブルテレビ加入者にサービス提供してい

る㌦

ケーブルテレビの加入者はサービス以来着実

に増加し，2007年3月末現点三で11，300件，この

内．臼杵地区が8，800件，野津地区が2，500作と

なっている川。．特に．野津地区は山間部のテ

レビ難視聴地域であったため以前から集落ごと

の共同アンテナが多かったこともあり，サービ

ス聞始当初から90％を超える加入率とな／ノてい

る．二　また，インターネット契約は2007年3月木

で2，363作（臼杵地区2，033件，野津地区3封刑）

であり，これも漸増ながら利用者は拡大してい

る′　加入率という点から見ると，情報環境の整

備に関しては臼杵rfrの地域情報化は一一定の成果

をなしているといえる。

17年度以降，重要課題となっているのが地卜

波デジタル放送への対応である′つ　大分県では人

分市，別府市などの　一部地域で2006年11月より

本放送が開始されたが，これに合わせて臼杵右

でもデジタル放送が配信されている。大分県で

は前述のようにケーブルテレビによる情報基盤

整備が行われているため，このデジタル化の対

応にあたっては県とケーブルテレビ事業者（民

間企業，第3セクタ，自治体を含む）で「大分

県デジタルネットワークセンタ一抹式会社」

（以卜，DNC）を設立し，大分県の豊二の国ハ

イパーネットワークを利用してヘッドエンドの

共有など共同で対応を準備している1㌦　個々

施設の詳細については、「臼杵市ケーブルネットワークセンター」ホームページ（http‥／／catv・uSuki・gr・jp／上

「サーラ・デ・うすき」ホームページ（http‥／／sala．usuki．gr．jp／）を参照。なお、以卜の加入音数、働1lE．数

等については臼杵市総務課による。〕

サーラ・ヂ・うすきは当初は講習施設としての「臼杵市ふれあい情報センター」とまちづくりの交流施設と

しての「サーラ・デ・うすき」という別施設として整備されたが，中庭を挟んで隣接しており，両者は合わ

せて　一つの町づくりのシンボル的空間を構成していた。これが2006年4月に「サーラ・デ・うすき」として

統合され，運営は臼杵市観光情報協会に委託している「、この経緯については［城戸，2nn6］を参照。

野津地区にはサブセンターがおかれている。

この間の経緯については，城戸［2002，2003，2004］を参照。

ケーブルテレビに関する数字については臼杵市総務課の資料による。

人分県デジタルネットワークセンターについては同ホームページ（http‥／／www．oita－dnc・jp／）を参軋
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の世帯でのアンテナの設置などの必要がなく，

電波の不感地帯も生じないため，ケーブルテレ

ビは地方での地上デジタル放送への対応手段と

して有効なものとなっている∴　また，各局ごと

の対応として，廿杵ではハード「机二はDNCか

らの配信．封備を整備し，契約プランとして接続

機器のセットトップボックス使用料を含む「デ

ジタルプラン」を新設した。

今後の課題としては，2007牛，2008年に予定

の自作市でのデジタル放送の開始，さらに2011

牛7月に予定される地上アナログ放送の終了ま

でに既存のアナログ放送での加入者をデジタル

放送に移行させなくてはならない。これにはケー

ブルセンター設備のデジタル化と，加入者に対

するセットトップボックスの配布，テレビ1台

ずつでのチャンネルの変更，宅内配線のデジタ

ル使用への変更などが含まれるコ　後者について

は加入者への個別対応が必要であり，特に宅内

配線については臼杵地区ではユーザの多くがア

ナログ用の配線であることから，経費と期間な

どの面で難しい問題となっている。

基盤整備の中核施設がケーブルセンターであ

るならば，その活用を担っているのが，「サー

ラ・デ・うすき」である。現在のサーラ・デ・

うすさは，旧「日杵市ふれあい情報センター」

（以卜，情報センター）と旧「サーラ・デ・う

すき」（以卜，サーラ）を統合した施設である

が，それぞれの施設では利用目的が異なってい

る「前者は地域社会にユーザを育成するための

講習を目的とする施設であり，後者は中心市街

地活性のための市民や観光客の交流を目的とす

る施設である．＿　この2施設は市民や観光客向け

のI T清川の役割を打っているのであるこ．

情報センターは市民の情報活用を促進させる

目的で，2001隼より市民r坤ナのパソコン講座を

閲講している工．半成18年度の受講音数は，

入門講座（2講座）が229名．アプリケーショ

ンなどの・般講座（11講座）が265名の合計494

名となっているこ　また，この年は野津地区でも

デジカメ講座を開催している。

受講者数は開館以来のびてきたが，平成17年

度より頭打ちとなっている（城戸，2006）．。情

報センターは地域において情報通信を清用する

基本的知識を普及させるという目標を持つが，

開館以来5年を経ることで地域の受講ニーズが

次第に減少し，また学校教育に情報教育が組み

込まれ，職場においても情報ネットワークの活

用が進み以前よりパソコン，インターネットに

関する知識が普及した現状では，講座，特に入

門講座の受講者減は予想されるべき帰結である

だろう。

その　一方で，情報センターは地域の特性から

高齢者を主たる対象位置づけておi上　以下にふ

れるシニアネット大分［」杵支部（以卜，シニア

ネット）の活動のように，地域に対して一一一定の

効果が果たしているのである。センターではパ

ソコン講座受講後の後のサポートとして，シニ

アネットによる「パソコン相談」が毎週木曜日

の牛後に開催されている】～。これはシニアネッ

トのメンバー数名を相談員として無料で行うも

、自友1糾二度以降は施設の統合にともないサーラ・デ・うすきの　一施設として、講座を開講している。講座受

講音数については日杵市総務課の資料による。情報センターの施設，及び自主講座については「サーラ・デ・

うすき」ホームページを参照し　なお，2001年以降の事業については，城戸［2002，2003，2004，20〔吼2006］

を参照J

パソコン相談については，サーラ・デ・うすきホームページの「館内のイベント上　およびシニアネット大

分日杵支部ホームページ（http：／／www．us．octTnet．jp／、tomics／）を参照。なお．シニアネット大分の活動につ

いては，同ホームページを参照（http：／／www．oct－nPt．ne．jp／、sno－Oita／）r，
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ので，シニアネットの自主活動として位置づけ

られている（、シニアネットは高齢者による地域

のユーザグループであり．毎週1回センターの

研修室を借りて研修会を開催している′、このよ

うな地域のPCユーザの活動をサホートするこ

とも∴情報センターの役割であり，相圧にサポー

トの関係が築かれていることも成果の一一つとい

うことができる

旧サーラはマルチメディアを活増した観光情

報を発信するまちんなか交流館を中心として，

市民ギャラリー　l二房学古館からなってい

た1㌦「中心市街地活性化」を目的とした施設

であるため，市民「和ナの無料パソコン体験コー

ナーを除いて情報センターのように情報通信に

特化しない施設であり，この点が情報センター

を含む総体としての「サーラ・デ・うすき」の

特徴となっている11。

市民の利用という点ではサーラの施設がより

効果を発揮している二∴工房学古館は工芸教室を

開催しているが，18年度は12教室が開催されの

べ2，584名の受講者があった圧。これは教室の

講師に会場を提供する形で行われているが，開

講される教室は次第に増え，多様なニーズに応

えるようになっている。また，まちんなか交流

館の交流ホールではサーラの独自企画として

「街のコンサートinサーラ・デ・うすき」とし

て2005年6月よりアマチュアの音楽演奏家によ

る演奏会が毎月1回開催されている1、二　二の

ような形で，サーラは施設の目的である「にぎ

わいづくり」の役割を発揮している一　このほか

レトロな施設の景観も含めて，情報基盤整備と

いう単機能にとどまらない，地域冊′日ヒという

多機能を果たすことを目的とするのが，日杵市

の地域情報化の特徴なのである．

自作市では平成1用三度以降，行財政改隼のた

めの臼杵市サービス検証システムの　一環として

総合計画にもとづいて市民に「行政サービス改

善アンケート」を′実施し，各施策ごとの市民か

らの満足度と必要度を調査している、17年

度アンケートまでは旧臼杵市の第四次総合計画

にもとづいて実施されたため，前述のように情

報基盤整備は独立した項目とはな／－）ていなかっ

たが，18年度は新市の総合計画に基づくため

「社会基盤」に位置づけられ，隼蝕で評価され

ている「

市民の評価では，満足度の順位は高い（26項

FH一第4位）一一一万で必要度の順位は低い（第21

位）という結果になっている。これはこれまで

見てきたように6年間の整備事業によって地域

社会に一一定の情報環境が構築されたことを意味

していると同時に，単なるハードウエア的な

「基盤」の整備では次の段階への情韓化につな

がらないことを示していると考えられる′、しか

し，前述のように総合計画では他の分野での情

報基盤の活用が盛り込まれており，安心安全な

住環境づくり（満足度第10位，必要度第1位上

l各施設の詳細については，サーラ・デ・うすきホームページを参照。

・‾　まちづくiトという観点からは，情報センターも申し、市街地の来訪者を増やすための装置として位置づけられ

ている．

」二芸教室の受講者数は2006年度「サーラ・デ・うすきJ川口　による。

「街のコンサートi。サーラ・デ・うすき」の詳細についてはサーラ・デ・うすきホームページを参軋

、当初はインターネット実験の・環として，ユーザに対するオンラインのアンケートも合わせて行われていた・

担当の企画課では，回答者が50歳代以上に偏る傾向のあることを課題としていた（言」杵市の行財政改革およ

び臼杵市サービス検証システムについては臼杵市ホームページ「行財政改革上および城戸伽02］を参照
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商1二業振興の友接（満足度第26位，必要度第5

位上　行政サービスの強化（満足度第17位、必

要度第10位）など，この節で述べた情錯化施策

に俣ける分野のニーズが高いことは注意しなけ

れば号らない一　二二に焦点を合わせて．地域で

の付目【川主盤活用を目指した今後の情報化施策の

ノノー両を考えるこヒがてきる

第2節　生涯学習における地域情報化の効果

（臼杵地区の生涯学習事業）

情Ⅲ通信細吊艮牛講で和浩HJとして重要にな

右つが牛匪学習の分野てある　′冊三学習はトIJ少

牛か吊欄渚まで叫抽出∴い車代・ソ汗日工を対象ヒ

し，個人瑚粧し、を直接反映する清動の領域とい

える一　大分県では豊の国ハイハーネット「ノーク

の運用に合わせて，県の牛准教育センターが

「まなびの広場おおいた」の名称で牛涯学習支

接のオンラインサービスを提供している1｛’

また，l鉦述のように大分市でも半成18年度から

ノ（分有学習情裡センターでボランティアグルー

プと協力した講座・講習や利用相談をおこなっ

ている（。

日杵市は旧野津地区も含めて′日佳学習活動の

盛んな地域であり，同市の地域情報化において

も′日圧学習は重要な位置を占めている。合併後

の組織改組にともない，同市の生涯学習は平成

17年度に教育委員会から市民部生涯現役課に，

さらに18年度には′日圧現役部牛涯学習支援課に

担当が変更になった。形式上は公民館活動とは

区別されているが，活動は公民館において行わ

れている。体育協会は合併によって統一一一▲された

が，文化関係の事業はl：昭二地区．野i出鋸メ二それ

ぞれでl囚川丁の活動を引き継ぐ形で独l十二行わ

れている一‘’二

日杵地区ではl：I杵市中央公民館のほかに佐志

牛，下北，日ヒ．南津留，海辺の5地区公1＼摘■子

と　下ノ江地区コミユニテでセンタ←がおかjL

公尺侶■1‾期ヒ′吊十十廿浩動吉行石打・∴弓〇　日

l′‖回吏公艮鮎　以卜　回公尺畑　上川拾

、日長1糾二度は公尺舘活動として3満仲，目しサー

クルミ7教室．／日圧学習ヒしては日加車ナの　圧l

イ牛塾」・「おもL／）什辛クラブ」，成人向け明日文

化財敦‘圭」，孔幼県町京庭教存学級「にじ／一日㌦

餃運の高帖首む出／）メ二∴－∵エある」亀城′辛国」・

「‾r臣成ノ上目　がひ∵）かれし　辛成lT牛皮（ノ）飾仝作

としての中川日干は56，135名とな／〕ている　日ソ、卜

の数字は「＝′汗回巨大公1引出二よる）　また．地

区館において打亀城大学や婦人学級を独l十亡聞

講しているところがある（海辺，上北など十

（亀城学園パソコンクラブの活動）

地域情報化に関係するのは，高齢苦むけ牛准

学習事業である亀城学園と亀城大学のパソコン

クラブである。亀城学園とは車の車業としての

高齢者l軸ナ教養講座のことである一　これは60歳

以上の市民を対象にしており，∠′1年甘口出席に

より進級），年会費（運常費）1，000円で，牛涯

硯役課が提供する共通の学習プログラムに参加

するほか，6の自主運営クラブにも別途参加で

きる。平成18年度は全学隼合わせて839名の受

講者があった。中央公民館の他にも海辺，上北

の地区館で独白のメニューでに亀城大学を開催

している。また，野津地区の野津中央公民館で

サービスの詳細は「まなびの広場おおいた」（http：′′′／ww．oita日1．jp／Hdc／indpx．html）を参照

この点については同車ホームページの組織図を参牲　また，旧野津町および野日月鋸ズ二の′吊巨告別舌動につい

ては，城Jr［2006］を参照
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開催される白寿入学も亀城学園と同じ高齢音向

け生涯学習事業として位置づけられる二㌦

亀城大学は亀城学園の卒業生が自主的に運常

する′日圧学習活動である一　亀城大学運営委員会

が企画した共通の学習プログラムの他，ここで

も日工運膏’のサークル　い平成1約二度は11サーク

ル、に参加できる」甘言費は告紺（汗巨ニ1綿羊度

は715名07）参加があ／一ノた　会場は中火公艮軒を

佃t‖ノており，大学と合同で11月に「亀城文化

祭」を眉毛会館で閲催し，学習やサークル活動

の成果を発表しているこ

この亀城学園・入学の自iサークルのひとつ

が「亀城学園パソコンクラブ＝皿卜，KGP）

と「亀城ノ了予ハソコンクラブ」日ソ、卜，KCP）

である．KGPは2001牛に開催された「IT講

習」の受講牛が中心になって平成l叫二度に学園

のクラブとして発足した　KCPが、臣射8年度

に学園卒業生が亀城大学に入学しロトクラブと

して始めたことで学園から大学に圭る・貫した

清動を行えるようになった二学園，入学とは別

に会費を徴収し，現在約80名の参会者がある。

施設は巨に中央公上潮吉のパソコン教室（20名）

を使用してそれぞれ週に2回活動しているが，

参加者の増加によい情報センターの研修室を・

部利用している。

クラブの学習はKGPでは学年に合わせて，

4年間でパソコンの基礎からアプリケーション

の基礎，応用へと進んでいくプログラムとなっ

ている。ただしパソコン教室のPCはネットワー

クには接続していないので，アプリケーション

中心の学習となる。平成18年度はKGPの4年

生とKCPとで市内の寺院を取材して「お寺カ

ルタ」を作成しているこ。

Jl野津地区の自存入学にっては，城戸［2006］を参照。

このパソコンクラブの特徴は，／日駐学習活動

の中で形成された社会関係が学習の枠を超えた

清動を牛み出している点にある一代長は会の目

的を学習ではなく「PCで遊ぶ」ことにあると

述べたが．ここでパソコンは活動の日的ではな

く．集川活動の手段として位置づけられている

のである　デジタルカメラで振／ノた旅行の写真

集や，べでントを便／ノて作成した‖1めく三日

を発長する．料理のレシヒを交換するなどのい

わば「課外」のパーソナルな清動・交流を生み

出しているのである「、

（情報センターの活動との対比）

この点が情靴センターにおける地域情開化の

活動との大きな相違点である仁一情報センターは

市民という「個人」の自学を助ける基礎的なメ

ニューを提供する場であり，個人の情報能力を

た高めることで地域の情報環境の整備に貿する

のである．1したがって，講習期間が終J′した後

のセンターとの恒常的関係は前提とされてはい

ない。講習の修√後に個人ユーザが組織化され

て情報通信を活用した集団的活動をおこなうこ

とは情報センターにとって望ましいことだが、

施設の行政卜の位置づけやサーラの運営形態か

ら，制度的に受講生の組織化を行うことは現状

では難しいと考えられる。

むしろ，臼杵のシニアネットのように自発的

にユーザグループが形成されて，自主的に施設

を利用することが望ましいが，いまだ開館から

の期間が短く，上記の公民館・生涯学習活動の

ような人的資産を形成できてはいない。情報セ

ンターの利用は，これまでの講座の講習だけで

は数的な減少をILめることは難しいだろう〕今
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後は吊亡の日常的なニーズに対応した惜肛通信

の知識や活朋法を習得できるメニューが必要に

なるのではないだろうかし．

その際重要なのは，個人としてのユーザのニー

ズだけでなく，地域の集卜榊勺な諸活動のニーズ

に対応して，講習と施設利用をセットにしたメ

ニューーを捉供することであるノ．そオ‖まl吊美的に

利用音数をあげるだけでなく，情錯センターの

機能に面的な広がりを持たせることにもつなが

るだろう二　ここでも地域社会に内在する（した）

結合力が問題になるのである。

第3節　地域社会の情報化とは

社会のあらゆる面に惜棺通信と情報処理が浸

透した現代社会では，より高度な情附ヒは絶対

的な命令のように感じられる二　第1章でも述べ

たように，商業賓本による基盤整備とサービス

提供が進み，経済的あるいは能力的にそれを利

用叶能なユーザが大多数を占める大都市圏では

資本の投下が進むため当然の帰結として認識さ

れている。しかし，それ以外の地方社会では民

間による整備は進まないために，公的な整備事

業を活用することで一定の基盤整備が行われる

ものの様々な面で，大都市圏と同水準の情報環

境を得られないでいる。

地方では特に地域活性化と結びつけて地域情

報化事業が行われることが多いが，その効果は

どうだろうか。地域外への情報発信に関しては

自治体や各種地域団体，民間企業などのホーム

ページが充実し，一一定の成果は現れているとい

えるだろう。しかし，地域内部での住民による

平成13隼から14年にかけての「インターネット実験」

活動の清作化に関しては，ll－潮基盤の整備とユー

ザの育成が直ちに地域活動を豊かなものにする

とは言い難い

自杵の判例を見てみると，当初の「ィンクー

ネット失晩」では住民が参加した「地域の再牛」

という課題にもとづいて、行政と車代とのこ了ミ∴

ニケーシ　コンの清作化が模索され上といえ

る∵　　しかし，インターネット接続サーr一ビス

が結果として公的サービスとして位匪づけ吊し

なか／つたように，怯盤整備としての情、附ヒはそ

れ自作で地域内のユーザ相圧の結合を進めるも

のとはいえない　車のホームへージでは柾々な

形で市の行財政の情報を公閃し，ユーザに地域

への関心を形成しようとしたが．ユい一ザにおい

てはファイル交換ソフトの利用に代来されるよ

うな個人的な関心の利用が広がる車でハーソナ

ルなニーズを充足するツールという傾向が曲く，

ハソコン通信において見られたように「オンラ

イン」トでユーザに「地域」という価仙親を提

示することは難しか／〕たといえる

ここで「ユーザ」というのはオンラインの情

報ネットワークサービスを利用する行為君ヒし

ての個人を意味している）この場合「地域」は

そのままではネットワークでのリソースの・つ

に過ぎないのであり，情報通信技術が既存の什

会集匝1の内的結合を清作化することは，論理的

にも実際的にも必然とは言い難いのである〉　む

ろん，ユーザの閲心によってr地域」を志向す

るネットコミュニティが多く形成されているこ

とは事実である。人分ではユーザグループから

発展した「コアラ」が，地域の情報化を促進す

る仁で重要な役割を果たしていた」、しかし、

については，城い［2002，20（）3］を参J杵

「コアラ」の活動と人分県の情報化に果たした役割については，「コアラ」ホームページ　ー：http：畑、W

。。。ra．。r、．jp月の「コアラについて1，尾野口99虹　及び励‾了［2肌］を参照
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意識の高い仙人を結合するだけでは．地域の情

靴化や活性化は択捉があるのではないだろうか

自作の車例が′Jけのは，それとは捏なる力刊

C7）情冊化の必要性といえる－　ユーザとしての車

代にとって地域什会はその関心の　一部にすぎな

い√二ノりであるか左．なによこノも地域什会の証でも

十王加＝ロトご「地域j　上亘仙仙刷十ノ、日日目指

巨一　　　　㌦　鳥目辛∵トリー一一一ソ二一捏圧

して捉示す宣ニヒがと、要な〔／y亡、ある　郁車化〝）

進最が泥く．人目規模√ノ）小さい地域社会では既

存月瞑目川上地域活動が某たす役割が大きく、そ

ノ十十十㌦什圭情浩∵用言さ∵悠′†れ吊り活動をリ

ソー一穴L L∵刷‖1／∴二ヒ工よ　ノて．他局了）情

眉七言ご／■　上片卜二言ノ′・∴J∴号ソノ1か　こ

ノ）三十二桁吊ヒ言上工侶人化が匙′′しだ左裾Ij

囚ヒ∵捏阜なら万両二万）情旧ヒレり日用封′卜が撲るこ

とができる　次章ではここに畑沌合わせて地

域情損化の多ノ日出二ついて考察したい

第4章　多面的地域情報化の可能性につ

いて

第1節　地域の情報化か情報の地域化か

（情報化における2つの社会観）

第1章で見たように，現在の11本ではさらに

高度な情報化が進展し，生活のあらゆる側面で

情報技術のもたらす利便件を享受することがで

きる　しかし，その　一方で大都市部と地方との

情報格差も依然として存在し，尤端的サービス

が享受される一一一リノでブロードバンド・ゼロ地帯

の存在が示すように．ある面では技術の進射二

より惜根格差は人きくな／Jていると言える二

政府は闇鮨整備によってこのような格差を解

消するとしている．＿、しかし、それだけで地域情

附ヒは進屁するのだろうか一　基盤整備と情報サー

ビスの供給という両での地域情附ヒは情Ⅲ通信

技有付目ブ一一カラでズー二五三ノ　ー†畑土あノ：点昧∵

情臣　巨ノーー′′皇）／ノ宮侶十二宮わ中二地域

叩1滴とい／棋帰りをもつのであり，利便件ヒい

う親鳥での地域社会の城代化や烏口′日ヒを明持す

ノ二∴二ヒがてきる

しかし．情附トビス川畑二「地域」か存在

十三ノノ）て1土㌢い　問罠悠地JL軒）‖余情造ヒ情Ⅲ

化旬晶十上川況上りl整告廿日二あ二宮「・∴あら

弟1章でもふれたが，以上，この帖二／」いて考

えてふよう－

（∵J叩皿戦湖山、降の什会イメ一一ジは都市型の

社会観・入関観をその刷是としている－．そガロよ

個人化が進む社会環境に適合的なものであり，

ユーザの巨体的なニーズを媒介廿日二してコミュ

ニケーション空間を構築することが，そのよう

な都l佃勺環境における情附ヒの社会的機能であ

る工　そのためこのような認識においては，

情肝ノ別冊二参加する個人は全日が情報ネットワー

クのユーザでなくてはならない．ブロードバン

ドの普及に関して見たように，大都市圏や■再亥

都市においては，このような状況は自明であり，

そこでは「ユビキタスネットワーク社会」も現

実のこととして経験しうる。

これに対して，臼杵車などの事例で見られる

惜鞭ネットワークは地方型の社会観・人間観を

地1波デジタル放送に関して，総務省は2011年においても電波を′乏イ吉できない地域があることを想定してい

る．総務省平成1叫二9月13日発表「地Ⅰプジタルテレビジョン放送日‡川川‾別ロードマッフし」の公表」を参照

精根自書がSNSを「消費考発信型メディア」とするように（総務省［2007：158］），SNSはこの「個人

のト休的集合化」という文脈をふまえているのである〉
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前堤としている。情報化は地域内部の集合的な

活動を媒介し，それらをリソースとして新たな

社会空間を形成することが情報化のもう　一つの

社会的機能として考えられる「〕この場合は情報

ネットワーク自体は活動の参加者を団体・組織

を紬目して間接的に集合的活動に動員すること

になる了情報化の進展が遅れている中小都市や

町村においてはこのような状況が重安であり，

そこでは単なるブロードバンド化の整備では得

られない，情報通信の社会的機能が求められる

と考えられる′〈

（地域の構造に合わせた情わせた情報化の必要性）

戦後の日本社会は経済成長に伴う都市化の進

展によって，都市型の社会環境をひとつの発展

のイメージとして持ってきた　いこ　この点から

すれば地方型の社会構造は現代的な発展の過程

の中で「解消」されるべきものとなるr　しかし，

▲力では情報化においても第3章で述べた「地

域安心安全構築システム」事業や地域SNSに

おいては「／口舌圏の共有」という意味での集合

的な価情や関心のなかに「地域」を兄いだそう

としているといえるのであり，その意味での

「地域」という準拠件は有効性を失ってはいな

いといえる。ただし，それは伝統的な社会構造

を肯定するものではなく，牛活圏の共有という

観点から地域を再認識し，変化をもたらすもの

でなくてはならないこノ

地域情報化は，この異なる2つの位相におい

て考えなくてはならないこ　都市化の進展に伴う

社会環境の個人化という現ノ夫においては，情報

ネットワーク仁にフラットな情報空間を構築す

ることは，個人にとって不日J▲視化した現代社会

においては重要な意味を持っている・ご　それ

と同時に，情報ネットワークを媒介として地域

社会の牛清構造を呵一視化することも重要な意味

を持つのであるJ

この場合，行政も住民も情報技術のもたらす

利便性や先進性ではなく，あくまで地域社会の

課題との関わりで技術やサービスを選択して行

かなくてはならない。地域什会における情報化

においては地域の人的ネットワークや地域の活

動に基づくことが重要になる　．それは地域

社会が情報ネットワークのリソースになるので

はなく，逆に情報ネットワークが地域社会のリ

ソースになることを意味しているのである

このような集川的な場面での情損ネットワー

クの活用は当然，地域内での個人ユーザの増加

につながるであろうし，それにともって商用サー

ビスの提供も増えることが考えられる「地域

の情報化」だけでなく「情報の地域化」を並行

して行わねばならないこ　このように情報化のビ

ジョンを多元的にとらえることでより包括的な

情報化の進展が期待されるのではないだろうか。

第2節　臼杵市での展望

豊二島は地域情報化における市民参加の進屁の

観点から，臼杵車の情報化事業に関して市尺半

休の情報化の必要性を指摘している一一　同市

城戸［1伸机　を参照

二Jミュニケーションと艮主主義を論点とする「公共圏」をめぐる議論については，花田［1漸う上　吉田

鳥川）J　川口2Ⅲ）7］を参照

城戸［20恨］を参照

豊鳥　は（）（）71を参照〔
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でのアンケート調査に基づきそこで指摘される

のは．地域での基盤整備が直ちに住民の社会活

動に結びつくものではないという点である．。重

要なぴ）は惰附ヒ施策のノJ‘向性なのである。都市

機能としての情報サービスの整備は利用の有無

によって住尺に新たな格差を牛むだけでなく，

ネット「ノーークサービスの性質上，ユーザの意識

をよりパーソナルな内容に向かわせることにな

る　情粗環境の整備が住民の意識における「地

域」の相紺杓な低卜につながるのでは，地域情

報化の意味はない「．地域情報化施策において問

われているのは，行政と住民における「地域」

の認識のあり方なのである。

弟3草で取り上げたⅠて1杵の判列からは地域社

会における値鞘通信技術の効果を以卜の4つの

情報化の領域に分けて考えてみたい′＼第1の領

域では情緑化によって地域におけるパーソナル

な閏七、に基づく個人レベルの利便件の増人が目

的になる「第2の領域では，シニアネットの例

のように†闇之化を契機として，地域の個人ユー

ザが畑通の閲心もとにおこなうグループとして

の地域活動が促進される．。第3の領域では，亀

城学園パソコンクラブの例のように，既存の生

活集団に依拠しつつ情損通信投術を媒介として

新しい社会閲係や活動が形成されているノ　第4

の領域では行政など公共セクターの電子化であ

り，そこからの情報発信の拡大と多様化が目的

として進められる．一　前節の議論に従えば，第1

と弟4は郁I日刊の制戒，第3は地域型の領域，

第2はそれらの中間と位置づけられる。

日杵直では地卜波デジタル放送への対応はあ

るものの．基本的な基盤整備はひとまず完了し

たといえる－　そのため今後は地域イントラネッ

トヒしての浴用にこれまで以「」二取帰紺はなく

てはならない　その場合は卜記のうち，第2，

第3の領域での施策が重要となる。

情報センターに関して例をあげると，同セン

ターで行われた講習はケーブルテレビによる情

報通倍の基盤整備で得られた利便性を直接市民

に提供するものであり，基本的に第1の領域に

当たると考えられるこ　それは個々の市民に対す

る情報サービスである。基本技術の習得という

講習の性格からリピーターは想定しにくく，第

3章で見たように新たなメニューの提示が必要

になっている。それが第2の領域におけるサー

ビス提供である。ひとつはシニアネットに見ら

れるようなユーザグループの育成であり．ひと

つは講習ではない形式での地域団体の活動支援

メニューの提供である。．この領域については情

報技術の習得という個人的な活動に社会的な文

脈を与えることが必要であり，それによって活

動は地域につながるのである。

第3の領域については，ケーブルセンターや

サーラも含めて，生涯学習など地域団体の活動

とのより積極的な連携の必要性が考えられる。

現在は施策上明確な連携は進んでいないが，既

存の地域活動に関与することで，ネットワーク

の活用範囲を広げるだけでなく，その活動Ff1休

を活性化することが考えられる。その場合，活

動の参加者全員がネットワークのユーザである

必要はないだろう。また，亀城学園パソコンク

ラブの例にあるように，情報技術の使用そのも

のを目的にすることもない。間接的に地域活動

の人的関係を活性化する機能を果たすことがあ

れば，それが重安なのである。情報センターの

事業やケーブルテレビの活用も，このような形

での地域住民の諸活動に特化したメニューに向

かうことが必要なのではないだろうか。

ここから，第4の領域については次のように

考えられる。それ自体は電了守1治体の推進とし

－38－
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て都市型の位柵ではある。しかし，情報を受信

する住民の態度によっては，第3の方向件に見

られる地方型の位相にも関連することになる。二．

そのとき行政からの情報発信に対する住民から

のループの形成が求められるが，それは情報通

信に限定されるものではないだろう。行政にお

ける情報化は情報ネットワークしの双方向性だ

けに限定されるのではなく，現実の地域活動に

反映されることが望ましいのではないだろうか。

この場合に重要なのは，情報化の施策が個々

の個人や地域活動を個別に志向するだけでなく，

それらを交流・結節させる役割を担うことであ

る。大分県の事例において，当初のコアラや豊

の匡‖首相ネットワークが果たしていた役割は，

ただ情報通信サービスを提供することだけでは

なく，その運営やサービスの活鮎二おいて多様

なセクターからの参加があり，その活動の中に

「地域」を認識することができた．射二ある。こ

のような社会的役割を市町村が担えば，住民の

活動によiト一層大きな効果を及ぼすものと考え

られるしノ

情報化は地域と地域外とのボーダーをなくす

だけでなく，地域の個人や団体・組織，セクター

の拙二存在するボーダーをも解消しなくてはな

らないこ．情報化のために地域社会があるのでは

ない′〕地域社会のために情報化があるのである日
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